
 

2023 年 5 月 31 日 

各 位 

会社名  共同印刷株式会社 

代表者名 代表取締役社長   藤森 康彰 

（コード番号 7914 東証プライム） 

問合せ先 取締役専務執行役員 渡邉 秀典 

（TEL. 03-3817-2101） 

 

 

（訂正・数値データ訂正）「2023 年３月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部訂正について 

 

当社は、2023 年５月 12 日に公表しました「2023 年３月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」の記載

内容に一部訂正すべき事項がありましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

また、数値データにも訂正がありましたので、訂正後の数値データも提出いたします。 

 

記 

 

１．訂正理由及び内容 

2023 年５月 12 日に公表しました「2023 年３月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」につきまして、

退職給付会計の連結組替調整処理に誤りがあることが判明したため、記載内容の一部について訂正

いたします。 

 主な訂正内容としては、連結財務諸表のうち「退職給付に係る資産」、「退職給付に係る調整累計

額」、「繰延税金資産・負債」の記載金額及びこれらに付随する各項目であります。 

 

２．訂正箇所 

訂正箇所が多数に及ぶことから、訂正後の全文を添付し、訂正箇所には下線＿を付して表示して

おります。 

主な訂正箇所 

（訂正前）   （訂正後）  

退職給付に係る資産 2,785百万円  退職給付に係る資産 2,056百万円 

繰延税金資産 311 百万円  繰延税金資産 310 百万円 

繰延税金負債 1,301百万円  繰延税金負債 1,078百万円 

退職給付に係る調整累計額 198 百万円  退職給付に係る調整累計額 △307百万円 

 

 

以 上 



 

 

  
   

   
2023年３月期  決算短信〔日本基準〕（連結） 

    2023年５月12日 

上場会社名 共同印刷株式会社        上場取引所 東 

コード番号 7914 ＵＲＬ  https://www.kyodoprinting.co.jp/ 

代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名）藤森 康彰 

問合せ先責任者 （役職名） 取締役専務執行役員 （氏名）渡邉 秀典 ＴＥＬ  03-3817-2101 

定時株主総会開催予定日 2023年６月29日 配当支払開始予定日 2023年６月30日 

有価証券報告書提出予定日 2023年６月29日   
 
決算補足説明資料作成の有無： 有    
   
決算説明会開催の有無      ： 有  （機関投資家・アナリスト向け）  
  
 
 (百万円未満切捨て） 
１．2023年３月期の連結業績（2022年４月１日～2023年３月31日） 
（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率） 

 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2023年３月期 93,363 5.6 775 2.5 1,289 △0.7 1,253 83.2 

2022年３月期 88,416 △2.9 756 16.8 1,298 △3.6 683 △17.1 
 
（注）包括利益 2023年３月期 △1,748 百万円 （－％）  2022年３月期 168 百万円 （△96.7％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

2023年３月期 159.35 － 2.1 1.0 0.8 

2022年３月期 83.70 － 1.1 1.0 0.9 
 
（参考）持分法投資損益 2023年３月期 △38 百万円  2022年３月期 △22 百万円 
 

（２）連結財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

2023年３月期 123,471 57,720 46.7 7,575.80 

2022年３月期 129,121 61,277 47.4 7,696.80 
 
（参考）自己資本 2023年３月期 57,690 百万円  2022年３月期 61,158 百万円 
 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

2023年３月期 23,413 △4,420 △17,359 10,500 

2022年３月期 5,421 △6,632 △2,618 8,890 
 

２．配当の状況 

 
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

2022年３月期 － 50.00 － 50.00 100.00 829 119.5 1.3 

2023年３月期 － 50.00 － 50.00 100.00 808 62.8 1.3 

2024年３月期（予想） － 50.00 － 50.00 100.00  －  

 
３．2024年３月期の連結業績予想（2023年４月１日～2024年３月31日） 

（％表示は対前期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 47,000 6.7 100 － 450 825.5 150 － 19.70 

通期 101,000 8.2 1,700 119.2 2,200 70.7 1,500 19.7 196.98 

 

  



 

 

 
※  注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無   

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－ 
 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 有   
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無   
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無   
 

④  修正再表示                          ： 無   

（注）詳細は、添付資料18ページ「４．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計

方針の変更）」をご覧ください。 

 
 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年３月期 8,370,000 株 2022年３月期 8,370,000 株 

②  期末自己株式数 2023年３月期 754,966 株 2022年３月期 423,973 株 

③  期中平均株式数 2023年３月期 7,865,238 株 2022年３月期 8,171,507 株 
 
 
（参考）個別業績の概要 

  2023年３月期の個別業績（2022年４月１日～2023年３月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2023年３月期 82,317 4.8 △863 － 1,594 4.5 560 △48.7 

2022年３月期 78,564 △2.7 △626 － 1,525 △7.0 1,092 0.4 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

 円 銭 円 銭 

2023年３月期 71.26 － 

2022年３月期 133.64 － 

 
（２）個別財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

2023年３月期 115,246 49,647 43.1 6,515.89 

2022年３月期 122,165 53,515 43.8 6,731.17 
 
（参考）自己資本 2023年３月期 49,647 百万円  2022年３月期 53,515 百万円 
 
※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての

注意事項等については、添付資料３ページ「１．経営成績等の概況（１）当期の経営成績の概況 ②今後の見通し」

をご覧ください。
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１．経営成績等の概況 

（１）当期の経営成績の概況 

 

①当期の経営成績 

当期におけるわが国経済は、ウィズコロナのもと行動制限の緩和や諸政策による効果もあり、景気持ち直しの動

きが緩やかに続きました。しかし、ウクライナ侵攻が長期化する中、金融引き締めの影響による海外景気の減速懸

念、エネルギー価格や物価の高騰など、国内景気の先行きは依然として十分注意を要する状況となっております。 
印刷業界においても販促需要の回復など持ち直しの動きがありました。しかし、既存の印刷事業における紙媒体

の需要減、エネルギーや原材料の価格高騰など、経営を取り巻く環境は厳しい状況で推移しました。 

このような状況の中、共同印刷グループは、競争力のある事業領域の確立と高い利益率の実現をめざし、中期経

営方針「豊かな社会と新たな価値を創造するために未来起点の変革に挑戦」に基づく各施策を推進しました。 

情報系事業では、「印刷事業で培った強みを軸とし、新たな価値創出を実現」するため、コンテンツを生かした事

業機会の獲得や、販促及び業務支援事業のデジタルシフトを支援する製品・サービスの提案など、注力領域の強化

とデジタル領域の伸長に取り組みました。 

生活・産業資材系事業では、「パッケージソリューションベンダーの地位確立」に向け、環境配慮製品の開発や提

案を強化するとともに、食品・日用品向けのパッケージやラミネートチューブの受注拡大を図りました。 

また、2022年9月に当グループが優先的に取り組む重要課題（マテリアリティ）として、「多様なライフスタイ

ル」「スマート社会」「循環型社会」「地球環境との共生」「価値創造人材の活躍」「責任ある企業行動」の６つを特定

しました。「価値創造人材の活躍」では、ダイバーシティ推進に向けた「ライフサポート休業制度」を新設しまし

た。サステナビリティ経営の推進に向けた役員報酬制度の一部改定も実施し、持続的な成長と中長期的な企業価値

の向上をめざす取り組みを進めました。 

以上の結果、当連結会計年度における売上高は、933億６千３百万円（前期比5.6％増）となり、営業利益は７億

７千５百万円（前期比2.5％増）、経常利益は12億８千９百万円（前期比0.7％減）となりました。また、特別利益に

投資有価証券売却益19億１千万円、退職給付制度改定益３億７千６百万円、特別損失に独占禁止法関連損失８億３

千８百万円を計上したことなどから、親会社株主に帰属する当期純利益は12億５千３百万円（前期比83.2％増）と

なりました。 

 

セグメント別の概況は、次のとおりであります。 

 

  セグメント別売上高                                                                       （単位：百万円） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 増減率 

情報コミュニケーション部門 33,427 35,134 5.1％ 

情報セキュリティ部門 25,187 25,943 3.0％ 

生活・産業資材部門 28,002 30,076 7.4％ 

その他 1,797 2,209 22.9％ 

合計 88,416 93,363 5.6％ 

 

情報コミュニケーション部門 

コンテンツ周辺領域の受注拡大や、著名な日本画家の未公開作品をＮＦＴアートとして販売するなどリアルとデジ

タルを融合させた事業機会の創出に取り組みました。また、一次データを活用した出版商業印刷物の製品別カーボン

フットプリントの可視化支援など、サプライチェーン全体のＧＨＧ排出量削減に向けた取り組みも開始しました。 

出版印刷は、コミックスや雑誌の付録、人気まんがの映画版等の販促物・グッズといったコンテンツ周辺領域が増

加しました。しかし、発行部数の減少などで定期刊行物を中心に雑誌が低調、単行本なども伸び悩み、前期並みとな

りました。 

一般商業印刷は、経済活動の回復を受けた販売促進需要の増加で、ＰＯＰ等の店頭販促関連、カタログや情報誌が

好調でした。Ｗｅｂサイトやコンテンツ制作などのデジタル分野も増加し、前期を上回りました。 

以上の結果、部門全体の売上高は351億３千４百万円（前期比5.1％増）、営業損失は１億９千７百万円（前期は営

業損失１億８千６百万円）となりました。 
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情報セキュリティ部門 

専門的かつ煩雑な業務を効率化するＷｅｂサービスなど、金融機関や官公庁・自治体への提案推進による受注獲得

に注力するとともに、在留外国人をターゲットとしたキャッシュレス決済サービスの提供を開始するなど、決済ソリ

ューション事業の拡大に取り組みました。 

ビジネスフォームは、給付金など感染症対策に関連した自治体向けデータプリントに加え、各種試験関係やヘルス

ケア分野のＢＰＯが好調で、前期を上回りました。証券類も、行動制限緩和による旅客需要の増加を受けた乗車券の

回復傾向により、前期を上回りました。しかし、カードは交通系、金融系ともに前期を下回りました。 

以上の結果、部門全体での売上高は259億４千３百万円（前期比3.0％増）、営業利益は７億５千８百万円（前期比

17.0％増）となりました。 

 

生活・産業資材部門 

サステナブルな社会の実現をめざして、プラスチックフィルムを使わない紙仕様包材など、環境配慮と消費者の利

便性を両立する包材の開発と拡販に取り組みました。 

紙器は、食品向けカートンやラップカートンが順調に推移し、前期を上回りました。軟包装は、即席麺向けのフィ

ルム包材やフタ材の好調に加え、リキッドパッケージも「Ｔパウチ」や日用品向け商品が増加し、前期を上回りまし

た。 

チューブは、ＵＶケア製品などの化粧品向けが回復し前期を上回った一方、調味料向けのブローチューブ・ブロー

ボトルは、小売り価格値上げの反動減等で伸び悩み、前期並みとなりました。産業資材は、医薬品向けが好調で前期

を上回りました。 

以上の結果、部門全体での売上高は300億７千６百万円（前期比7.4％増）、営業利益は１億７千２百万円（前期比

40.0％増）となりました。 

 

その他 

物流業務の堅調な推移と不動産賃貸収入の増加により、売上高は22億９百万円（前期比22.9％増）、営業利益は２

億９千３百万円（前期は営業利益１千５百万円）となりました。 

 

②今後の見通し 

当グループを取り巻く経営環境は、エネルギーや原材料価格、物流コストの上昇圧力の高まりなど収益性の面でリ

スク増大が懸念され、予断を許さない状況が続いております。こうした中、当グループは、マテリアリティへの取り

組みを通じて持続的な成長と中長期的な企業価値向上を実現するため、中期経営方針「豊かな社会と新たな価値を創

造するために未来起点の変革に挑戦」に則り、アフターコロナへの移行を含め各種施策に取り組んでおります。 

情報系事業においては、紙媒体やセキュリティ領域で培ってきた技術や企画開発力を生かし、社会変化に対応した

最適なコミュニケーションを提供する各種ソリューションを拡充させております。育児休業取得者向けの教育プログ

ラムやライブ配信形式によるＥＣサイト、法人向け健康管理サービスの提供に加え、飛行情報確認システム構築を通

じたドローンの利活用促進へも寄与するなど、マテリアリティである「多様なライフスタイル」「スマート社会」へ

の取り組みを進めて、生活者のより豊かな暮らしと安心・便利な社会の実現をめざします。 

生活・産業資材系事業においては、環境に配慮した製品及び高機能包材の開発を進めるとともに、デジタル活用に

よる生産工程の省力化やコスト低減で工場のスマート化に努め、マテリアリティの一つ「循環型社会」の実現に向け

た取り組みを推進しております。特に、「フィルムレス紙包材」など、容器包装としての機能性と生活者の利便性を

両立しつつプラスチック使用量の削減に寄与する製品の開発・提供に注力し、サステナブルな未来の実現と持続的な

成長に取り組みます。 

翌連結会計年度の業績見通しについては、売上高1,010億円（当期比8.2％増）、営業利益17億円（当期比119.2％

増）、経常利益22億円（当期比70.7％増）、親会社株主に帰属する当期純利益15億円（当期比19.7％増）を見込んでお

ります。  
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（２）当期の財政状態の概況 

 

①資産、負債及び純資産の状況 

総資産は、1,234億７千１百万円（前連結会計年度末1,291億２千１百万円）となり、56億４千９百万円減少しまし

た。これは主に、投資有価証券が45億９千９百万円減少したことによるものです。負債は、657億５千１百万円（前連

結会計年度末678億４千３百万円）となり、20億９千２百万円減少しました。これは主に、本社土地活用に関する一般

定期借地権設定契約締結により、長期前受金が170億６千６百万円増加した一方、借入金が150億１千９百万円、設備関

係支払手形及び未払金が33億８千２百万円減少したことによるものです。純資産は、577億２千万円（前連結会計年度

末612億７千７百万円）となり、35億５千７百万円減少しました。これは主に、親会社株主に帰属する当期純利益12億

５千３百万円に対し、配当金の支払８億２千５百万円、自己株式の取得10億円、その他有価証券評価差額金26億７千１

百万円の減少があったことによるものです。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ16億９百万円増

加し105億円となりました。 

 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」 

当連結会計年度において営業活動により得られた資金は、234億１千３百万円（前年比179億９千１百万円増）となり

ました。これは主に、税金等調整前当期純利益20億１百万円、減価償却費57億３千２百万円の計上、長期前受金の増加

170億６千６百万円があった一方、売上債権の増加５億３千８百万円、棚卸資産の増加５億４千３百万円があったこと

によるものです。 

 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」 

当連結会計年度において投資活動により使用した資金は、44億２千万円（前期比22億１千２百万円減）となりまし

た。これは主に、固定資産の取得による支出70億５千３百万円と、投資有価証券の売却による収入26億１千９百万円が

あったことによるものです。 

 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」 

当連結会計年度において財務活動により使用した資金は、173億５千９百万円（前期比147億４千１百万円増）となり

ました。これは主に、短期借入金の減少67億２千７百万円、長期借入金の減少82億８千９百万円、自己株式の取得によ

る支出10億円、配当金の支払８億２千５百万円があったことによるものです。 

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 

 自己資本比率(％) 47.9 48.7 47.4 46.7 

 時価ベースの自己資本比率(％) 18.7 19.1 17.0 17.0 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率(年) 2.4 5.0 5.2 0.6 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 64.8 29.7 27.4 158.8 

※自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

 １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

 ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

 ３．キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま

す。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 

当社は、定款の定めに基づき取締役会の決議によって行う中間配当を除き、剰余金の配当等については株主総会の決

議によって決定しております。 

利益配分につきましては、株主の皆さまへの安定的・継続的な利益還元を重視しつつ、企業体質の強化に向けて必要

な内部留保とあわせて総合的に判断し、決定しております。 

配当につきましては、連結業績、配当性向のほか、株主資本配当率（DOE）の視点等も踏まえて決定いたします。具

体的には、2021～2024年度の中期経営計画期間においては、配当性向30％以上を目標としております。なお、経営環境

に応じた追加的株主還元施策として、機動的な自己株式の取得を検討してまいります。 

内部留保につきましては、財務基盤の健全性を確保しつつ、事業基盤強化に向けた技術開発や設備投資、将来的な成

長に向けた事業提携やＭ＆Ａなどの投資、及び資本効率向上のための資本政策に活用してまいります。 

 

①当期の配当 

  上記方針に基づき、期末配当金につきましては、期初の予想通り１株当たり50円とさせていただく予定です。年間

配当金につきましては、先に実施しました中間配当金１株当たり50円と合わせ100円となり、これにより配当性向は

62.8％となります。 

  なお、当期は、経営環境に応じた機動的な資本政策の遂行及び資本効率の向上を通じて株主利益の向上を図るた

め、取締役会決議により、自己株式351,000株を999百万円で取得しております。これにより総還元性向は144.3％と

なります。 

 

②次期の配当 

  次期の配当金につきましては、年間配当100円（中間配当50円、期末配当50円）を予想しております。 
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２．企業集団の状況 

 当グループは、当社、子会社17社及び関連会社２社で構成され、製版・印刷・製本及びこれらに関連する付帯事業を

中心として事業を展開しております。 

 当グループの主要な事業内容は次のとおりであります。 

 

 セグメント区分  主要な事業内容 

 情報コミュニケーション部門 
週刊誌、月刊誌、季刊誌、単行本、全集、教科書、ポスター、カレンダー、 

広告宣伝媒体及び装飾展示等の企画・制作、電子書籍等 

 情報セキュリティ部門 
各種ビジネスフォーム、証券類、各種カード、データプリント、ＢＰＯ、決済

ソリューション等 

 生活・産業資材部門 
紙器、軟包装用品、各種チューブ、ブローボトル、金属印刷、建材用品印刷、

電子機器部品、高機能材料等 

 その他 物流業、不動産管理業等 

 

 事業の系統図は次のとおりであります。 

 

 

 

（注）当連結会計年度において、共同クレハブローボトル（株）は当社完全子会社となり、共同ブローボトル（株）に商号変更しておりま

す。 
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３．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当グループは、連結財務諸表の期間及び企業間の比較可能性を考慮し、日本基準で連結財務諸表を作成しておりま

す。 

なお、ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針

であります。 
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４．連結財務諸表及び主な注記 

（１）連結貸借対照表 

 

  (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 
(2022年３月31日) 

当連結会計年度 
(2023年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,949 10,557 

受取手形 5,767 5,568 

売掛金 20,567 21,328 

商品及び製品 3,503 3,436 

仕掛品 2,329 2,850 

原材料及び貯蔵品 1,128 1,244 

その他 1,835 939 

貸倒引当金 △55 △11 

流動資産合計 44,025 45,912 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 30,301 28,940 

機械装置及び運搬具（純額） 12,970 12,769 

工具、器具及び備品（純額） 926 1,537 

土地 14,842 14,864 

リース資産（純額） 1,852 1,148 

建設仮勘定 875 450 

有形固定資産合計 ※１ 61,769 ※１ 59,710 

無形固定資産   

のれん 785 380 

ソフトウエア 1,124 964 

その他 183 206 

無形固定資産合計 2,094 1,550 

投資その他の資産   

投資有価証券 ※２ 17,402 ※２ 12,802 

退職給付に係る資産 2,547 2,056 

繰延税金資産 222 310 

その他 1,070 1,132 

貸倒引当金 △10 △5 

投資その他の資産合計 21,232 16,297 

固定資産合計 85,095 77,558 

資産合計 129,121 123,471 
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  (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 
(2022年３月31日) 

当連結会計年度 
(2023年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 15,606 17,627 

短期借入金 6,840 112 

１年内償還予定の社債 － 3,000 

１年内返済予定の長期借入金 ※３ 9,400 ※３ 2,405 

リース債務 504 383 

未払法人税等 481 237 

賞与引当金 1,162 1,283 

役員賞与引当金 53 44 

環境対策引当金 － 102 

独占禁止法関連損失引当金 401 ※４ 838 

その他 10,079 7,764 

流動負債合計 44,531 33,800 

固定負債   

社債 3,000 － 

長期借入金 ※３ 7,480 ※３ 6,182 

リース債務 1,053 914 

繰延税金負債 2,106 1,078 

環境対策引当金 400 － 

固定資産解体費用引当金 545 － 

役員株式給付引当金 19 15 

退職給付に係る負債 6,589 6,473 

資産除去債務 80 8 

長期前受金 － 17,066 

その他 2,037 211 

固定負債合計 23,312 31,951 

負債合計 67,843 65,751 

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,510 4,510 

資本剰余金 1,645 1,688 

利益剰余金 47,454 47,881 

自己株式 △1,216 △2,160 

株主資本合計 52,393 51,919 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 8,553 5,881 

為替換算調整勘定 0 196 

退職給付に係る調整累計額 211 △307 

その他の包括利益累計額合計 8,765 5,770 

非支配株主持分 118 30 

純資産合計 61,277 57,720 

負債純資産合計 129,121 123,471 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

（連結損益計算書） 

  (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 2021年４月１日 
 至 2022年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2022年４月１日 
 至 2023年３月31日) 

売上高 88,416 93,363 

売上原価 ※１ 72,620 ※１ 76,077 

売上総利益 15,795 17,286 

販売費及び一般管理費   

発送費 3,306 3,234 

旅費交通費及び通信費 228 255 

貸倒引当金繰入額 △27 △43 

給料及び手当 5,914 6,520 

賞与引当金繰入額 474 530 

役員賞与引当金繰入額 52 43 

役員株式給付引当金繰入額 11 － 

退職給付費用 228 423 

福利厚生費 1,409 1,536 

減価償却費 481 988 

その他 2,958 3,022 

販売費及び一般管理費合計 ※１ 15,038 ※１ 16,510 

営業利益 756 775 

営業外収益   

受取利息 3 3 

受取配当金 257 288 

物品売却益 53 34 

設備賃貸料 84 73 

保険配当金 160 179 

為替差益 40 4 

その他 275 255 

営業外収益合計 876 839 

営業外費用   

支払利息 188 144 

設備賃貸費用 30 42 

持分法による投資損失 22 38 

その他 94 100 

営業外費用合計 335 326 

経常利益 1,298 1,289 
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  (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 2021年４月１日 
 至 2022年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2022年４月１日 
 至 2023年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 － ※２ 53 

投資有価証券売却益 1,224 1,910 

補助金収入 327 － 

退職給付制度改定益 － 376 

その他 1 8 

特別利益合計 1,553 2,349 

特別損失   

固定資産処分損 ※３ 156 ※３ 246 

投資有価証券評価損 29 － 

減損損失 － ※４ 326 

独占禁止法関連損失 ※５ 706 ※５ 838 

本社移転費用 － 204 

特別転進支援費用 525 － 

その他 40 20 

特別損失合計 1,457 1,636 

税金等調整前当期純利益 1,394 2,001 

法人税、住民税及び事業税 724 470 

法人税等調整額 △18 284 

法人税等合計 705 755 

当期純利益 688 1,246 

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に

帰属する当期純損失（△） 
4 △6 

親会社株主に帰属する当期純利益 683 1,253 
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（連結包括利益計算書） 
 

  （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 2021年４月１日 
 至 2022年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2022年４月１日 
 至 2023年３月31日) 

当期純利益 688 1,246 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △843 △2,675 

為替換算調整勘定 285 196 

退職給付に係る調整額 39 △519 

持分法適用会社に対する持分相当額 △2 3 

その他の包括利益合計 ※ △519 ※ △2,994 

包括利益 168 △1,748 

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 162 △1,741 

非支配株主に係る包括利益 6 △6 
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（３）連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日） 

    (単位：百万円) 

 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 4,510 1,674 49,438 △2,088 53,533 

当期変動額      

剰余金の配当   △834  △834 

親会社株主に帰属する当期
純利益 

  683  683 

自己株式の取得    △1,697 △1,697 

自己株式の処分   △46 746 699 

自己株式の消却  △36 △1,787 1,823 － 

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 

 7   7 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

     

当期変動額合計 － △28 △1,983 872 △1,139 

当期末残高 4,510 1,645 47,454 △1,216 52,393 

 

       

 その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
 

その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘定 
退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 9,398 △283 172 9,287 123 62,944 

当期変動額       

剰余金の配当      △834 

親会社株主に帰属する当期
純利益 

     683 

自己株式の取得      △1,697 

自己株式の処分      699 

自己株式の消却      － 

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 

     7 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

△845 284 39 △521 △4 △526 

当期変動額合計 △845 284 39 △521 △4 △1,666 

当期末残高 8,553 0 211 8,765 118 61,277 
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当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日） 

    (単位：百万円) 

 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 4,510 1,645 47,454 △1,216 52,393 

当期変動額      

剰余金の配当   △825  △825 

親会社株主に帰属する当期
純利益 

  1,253  1,253 

自己株式の取得    △1,000 △1,000 

自己株式の処分   － 56 56 

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 

 42   42 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

     

当期変動額合計 － 42 427 △944 △473 

当期末残高 4,510 1,688 47,881 △2,160 51,919 

 

       

 その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
 

その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘定 
退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 8,553 0 211 8,765 118 61,277 

当期変動額       

剰余金の配当      △825 

親会社株主に帰属する当期
純利益 

     1,253 

自己株式の取得      △1,000 

自己株式の処分      56 

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 

     42 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

△2,671 195 △518 △2,995 △88 △3,083 

当期変動額合計 △2,671 195 △518 △2,995 △88 △3,557 

当期末残高 5,881 196 △307 5,770 30 57,720 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

  (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 2021年４月１日 
 至 2022年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2022年４月１日 
 至 2023年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,394 2,001 

減価償却費 5,462 5,732 

のれん償却額 594 409 

減損損失 － 326 

退職給付に係る資産及び負債の増減額 △332 △355 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △40 △49 

賞与引当金の増減額（△は減少） △43 120 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 3 △9 

独占禁止法関連損失引当金の増減額（△は減少） 401 436 

固定資産解体費用引当金の増減額（△は減少） － △545 

環境対策引当金の増減額（△は減少） △7 △297 

受取利息及び受取配当金 △260 △291 

支払利息 188 144 

持分法による投資損益（△は益） 22 38 

投資有価証券評価損益（△は益） 29 － 

投資有価証券売却損益（△は益） △1,224 △1,910 

固定資産除売却損益（△は益） 156 192 

売上債権の増減額（△は増加） △630 △538 

棚卸資産の増減額（△は増加） 395 △543 

仕入債務の増減額（△は減少） 166 2,009 

未払消費税等の増減額（△は減少） △674 1,093 

破産更生債権等の増減額（△は増加） 42 △0 

長期前受金の増減額（△は減少） － 17,066 

その他 273 △915 

小計 5,916 24,115 

利息及び配当金の受取額 260 291 

利息の支払額 △197 △147 

法人税等の支払額 △557 △846 

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,421 23,413 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △7,894 △7,053 

有形及び無形固定資産の売却による収入 － 55 

投資有価証券の取得による支出 △114 △20 

投資有価証券の売却による収入 1,441 2,619 

貸付けによる支出 △0 － 

貸付金の回収による収入 0 0 

その他 △65 △23 

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,632 △4,420 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 6,838 △6,727 

長期借入れによる収入 280 1,161 

長期借入金の返済による支出 △2,408 △9,450 

社債の償還による支出 △5,000 － 

配当金の支払額 △834 △825 

非支配株主への配当金の支払額 △16 △16 

自己株式の取得による支出 △1,697 △1,000 

自己株式の処分による収入 699 56 

その他 △479 △556 

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,618 △17,359 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △40 △23 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,869 1,609 

現金及び現金同等物の期首残高 12,760 8,890 

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 8,890 ※ 10,500 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

  該当事項はありません。 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

１．連結の範囲に関する事項 

 連結子会社の数 17社 

 主要な子会社名 

 共同印刷マーケティングソリューションズ（株）、デジタルカタパルト（株）、共同印刷西日本（株）、 

 共同物流（株） 

  なお、2022年11月１日付で、共同クレハブローボトル（株）は当社完全子会社となり、共同ブローボトル（株） 

 に商号変更しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の関連会社数  1社 

会社名  共同製本(株) 

(2) 持分法を適用していない関連会社 

(株)コスモスキャナーは、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持

分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法

の適用範囲から除外しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社のうち共印商貿(上海)有限公司、KYODO PRINTING (VIETNAM) CO.LTD.及びPT. Arisu Graphic Primaの

決算日は12月31日であります。 

  連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行うこととしております。 

４．会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

ａ  有価証券 

その他有価証券 

・市場価格のない株式等以外のもの 

  時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

・市場価格のない株式等 

  主として移動平均法による原価法 

ｂ  棚卸資産 

  製品、仕掛品については、主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）によっております。 

  原材料及び貯蔵品については、主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）によっております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

ａ  有形固定資産（リース資産を除く） 

  定額法によっております。なお、主な耐用年数については、以下のとおりであります。 

建物及び構築物       31～50年 

機械装置及び運搬具   ４～10年 

ｂ  無形固定資産（リース資産を除く） 

  定額法によっております。なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

ｃ  リース資産 

  ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

  ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合には残価保証額）とする定額法

を採用しております。  
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(3) 重要な引当金の計上基準 

ａ  貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率、貸倒懸念債権及び破産更生債権等に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

ｂ  賞与引当金 

  従業員等の賞与の支給に充てるため、支給見込額を期間に対応して計上しております。 

ｃ  役員賞与引当金 

  取締役の賞与の支給に充てるため、支給見込額を期間に対応して計上しております。 

ｄ  独占禁止法関連損失引当金 

  独占禁止法に関連する損失に備えるため、将来発生する可能性のある損失を見積り、必要と認められる金額を

計上しております。 

ｅ  役員株式給付引当金 

  役員株式給付規程に基づく取締役等への当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債

務の見込額に基づき計上しております。 

ｆ  環境対策引当金 

  将来にわたる環境対策の処理支出に備えるため、処理見込額を計上しております。 

ｇ  固定資産解体費用引当金 

  本社建替えに伴う将来の固定資産解体処理支出に備えるため、解体時の処理見込額を計上しております。 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

ａ  退職給付見込額の期間帰属方法 

  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。 

ｂ  数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

  過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による定

額法により費用処理しております。数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。 

ｃ  小規模企業等における簡便法の採用 

  一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

及び直近の年金財政計算上の数理債務を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

(5) 重要な収益及び費用の計上基準 

情報コミュニケーション部門、情報セキュリティ部門、生活・産業資材部門の製造・販売を主な事業とし、こ

れらの販売は顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡す履行義務を負っております。また、収益においては、

製品を引き渡す一時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲得して当該履行義務が充足されると判断し、

引渡時点で収益を認識しております。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

ａ  ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たしている

場合には振当処理を採用しております。また、連結会社間取引をヘッジ対象としている為替予約取引について

は、時価評価を行い、評価差額を当連結会計年度の損益として処理しております。 

ｂ  ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段・・・為替予約 

  ヘッジ対象・・・外貨建金銭債権債務 

ｃ  ヘッジ方針 

  社内規程等に基づき、外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行い、ヘッジ対象

の識別は個別契約毎に行っております。 

ｄ  ヘッジ有効性評価の方法 

  当社が利用している為替予約については、社内規程等に従って、原則としてヘッジ対象と同一通貨建による同

一金額で同一期日の為替予約を振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されて

いるので、決算日における有効性の評価を省略しております。 

(7) のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、５年以内のその効果が及ぶと見積もられる期間で均等償却を行っております。 

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  手許現金、要求払預金及び取得日から３か月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 
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（会計方針の変更） 

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用） 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定会計

基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的

な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしまし

た。これによる、連結財務諸表への影響はありません。 

（追加情報） 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引） 

(1)株式給付信託（ＢＢＴ） 

当社は、2018年６月28日開催の第138期定時株主総会決議に基づき、当社の取締役及び執行役員並びに一部の当社

子会社における役付取締役 （以下「取締役等」という。）に対する新たな業績連動型株式報酬制度「株式給付信託

（BBT（＝Board Benefit Trust））」(以下「本制度」という。）を導入しております。 

①取引の概要 

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役等に対して、当社及び一部

の当社子会社が定める役員株式給付規程に従って、業績達成度等に応じて当社株式及び当社株式を時価で換算した金

額相当の金銭が信託を通じて給付される株式報酬制度であります。なお、取締役等が当社株式等の給付を受ける時期

は、原則として、取締役等の退任時となります。 

②信託に残存する自社の株式 

当社は、信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末163百万円、56千株、当

連結会計年度末161百万円、55千株であります。 

③総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 

該当事項はありません。 

 

(2)株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ） 

当社は、2022年２月18日開催の取締役会決議に基づき、2022年３月10日より、当社の株価や業績と従業員の処遇の

連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を

高めるため、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」（以下「本制度」という。）を導入しております。 

①取引の概要 

本制度の導入に際し制定した「株式給付規程」に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し当社株式を給

付する仕組みです。 

将来給付する株式を予め取得するために、当社は「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」の信託財産として株式会社日

本カストディ銀行（信託Ｅ口）に金銭を信託し、当該信託銀行はその信託された金銭により当社株式を取得しており

ます。 

②信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式と

して計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末417百万円、150千株、当連結会計

年度末417百万円、150千株であります。 

③総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 

該当事項はありません。 

 

(3)株式給付信託（従業員持株会処分型） 

当社は、2022年２月18日開催の取締役会決議に基づき、2022年３月10日より、従業員の福利厚生の増進及び当社の

企業価値向上に係るインセンティブの付与を目的として、「株式給付信託（従業員持株会処分型）」（以下「本制度」

という。）を導入しております。 

①取引の概要 

本制度の導入にあたり、当社は、当社を委託者、みずほ信託銀行株式会社（以下「受託者」という。）を受託者と

する「株式給付信託（従業員持株会処分型）契約書」（以下「本信託契約」という。）を締結しております。（以下、

本信託契約に基づいて設定される信託を「本信託」という。）。また、受託者は株式会社日本カストディ銀行との間

で、株式会社日本カストディ銀行を再信託受託者として有価証券等の信託財産の管理を再信託する契約を締結してお

ります。 

本信託は、今後５年間にわたり持株会が購入することが見込まれる数に相当する当社株式を予め一括して取得し、

以後、持株会の株式購入に際して当社株式を売却していきます。本信託による持株会への当社株式の売却を通じて、

信託終了時までに、本信託の信託財産内に株式売却益相当額が累積した場合には、かかる金銭を残余財産として、受
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託者適格要件を充足する持株会加入者（従業員）に分配します。 

また、当社は、本信託が当社株式を取得するために借入に際し保証をするため、当社株価の下落等により、信託終

了時において、株式売却損相当額の借入残債がある場合には、保証契約に基づき当社が当該残債を弁済することとな

ります。 

②信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式と

して計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末277百万円、99千株、当連結会計

年度末224百万円、80千株であります。 

③総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 

当連結会計年度末 長期借入金 229百万円 

 

（退職給付制度の移行） 

当社は2022年10月１日付で退職金制度の改定を行い、給付水準を一部見直すとともに、現役従業員の企業年金につ

いては確定拠出年金制度を導入し、確定給付企業年金制度から全額移行しております。 

移行等に伴う会計処理については、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号 

2016年12月16日改正）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告 第２号 

2007年２月７日改正）を適用し、当連結会計年度において、退職給付制度改定益376百万円を特別利益に計上してお

ります。
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（連結貸借対照表関係） 

※１  有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

（2022年３月31日） 
当連結会計年度 

（2023年３月31日） 

有形固定資産減価償却累計額 78,379百万円 76,999百万円 
 

※２  非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

（2022年３月31日） 
当連結会計年度 

（2023年３月31日） 

投資有価証券（株式） 49百万円 14百万円 
 

※３  財務制限条項 

前連結会計年度（2022年３月31日） 

当連結会計年度末の借入金のうち、2018年４月20日締結のシンジケートローン方式によるタームローン契約（当

連結会計年度末借入金残高9,600百万円）には、財務制限条項が付されております。財務制限条項は以下のとおり

でありますが、これらに抵触した場合には当該借入金の一括返済を求められる可能性があります。 

なお、当連結会計年度末現在、以下の財務制限条項には抵触しておりません。 

(1) 2018年３月期決算以降、各年度の決算期の末日及び第２四半期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の

部の金額を、2017年９月第２四半期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の70％及び直前の決算

期末日又は第２四半期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の70％のいずれか高い方の金額以上

に維持すること。 

(2) 2018年３月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する３期について、各年度の決算期における連結の

損益計算書に示される経常損益が３期連続して損失とならないようにすること。 

 

当連結会計年度（2023年３月31日） 

当連結会計年度末の借入金のうち、2018年４月20日締結のシンジケートローン方式によるタームローン契約（当

連結会計年度末借入金残高7,200百万円）には、財務制限条項が付されております。財務制限条項は以下のとおり

でありますが、これらに抵触した場合には当該借入金の一括返済を求められる可能性があります。 

なお、当連結会計年度末現在、以下の財務制限条項には抵触しておりません。 

(1) 2018年３月期決算以降、各年度の決算期の末日及び第２四半期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の

部の金額を、2017年９月第２四半期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の70％及び直前の決算

期末日又は第２四半期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の70％のいずれか高い方の金額以上

に維持すること。 

(2) 2018年３月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する３期について、各年度の決算期における連結の

損益計算書に示される経常損益が３期連続して損失とならないようにすること。 

 

※４ 偶発債務 

当社は、入札に関し公正取引委員会より独占禁止法に基づく排除措置命令及び課徴金納付命令を受けた日本年金

機構の帳票作成業務等について、同機構との業務委託契約に基づく「損害賠償請求書」を2023年３月２日に同機構

より受領し、元金については独占禁止法関連損失引当金を計上しております。遅延損害金については引き続き内容

を精査し対応を検討しておりますが、状況によっては、今後、金銭的負担が生じる可能性があります。 

 

・損害賠償請求金額 

(1)元金 838百万円 

(2)遅延損害金 139百万円（2023年３月末日時点） 
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５  貸出コミットメント契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と貸出コミットメント契約（2022年７月解約）、取引

銀行３行と当座貸越契約を締結しております。これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。な

お、当該契約には一定の財務制限条項が付されております。 

 
前連結会計年度 

（2022年３月31日） 
当連結会計年度 

（2023年３月31日） 

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの

総額 
12,800百万円 2,800百万円 

借入実行残高 6,800 － 

差引額 6,000 2,800 

（連結損益計算書関係） 

※１  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

（自  2021年４月１日 
  至  2022年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  2022年４月１日 

  至  2023年３月31日） 

研究開発費 1,109百万円 1,065百万円 
 

※２  固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

（自  2021年４月１日 
至  2022年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  2022年４月１日 
至  2023年３月31日） 

機械装置及び運搬具 －百万円 53百万円 

 

※３  固定資産処分損の内容は次のとおりであります。 

      売却損 

 
前連結会計年度 

（自  2021年４月１日 
至  2022年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  2022年４月１日 
至  2023年３月31日） 

機械装置及び運搬具 －百万円 0百万円 
 
      除却損 

 
前連結会計年度 

（自  2021年４月１日 
至  2022年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  2022年４月１日 
至  2023年３月31日） 

建物及び構築物 46百万円 157百万円 

機械装置及び運搬具 82 41 

その他の設備 7 29 

ソフトウエア 19 18 

計 156 246 

 
  



- 22 - 

 

※４  減損損失 

当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日） 

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

セグメント区分 場所 用途 種類 
金額 

（百万円） 

生活・産業資材部門 
ベトナム社会主義 

共和国ドンナイ省 

ラミネートチューブ

生産設備 

建物及び構築物 79 

機械装置及び運搬具 123 

工具、器具及び備品 2 

リース資産 3 

建設仮勘定 1 

投資その他の資産

（その他） 
41 

生活・産業資材部門 茨城県守谷市 
ティシュー用品 

生産設備 
リース資産 68 

情報コミュニケーシ

ョン部門 
東京都文京区 電子書籍 

無形固定資産 

（その他） 
6 

当社グループは、事業用資産については主として継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を基礎とし

て製造工程等の関連性を加味して、処分予定資産及び遊休資産については個別の物件を単位として、資産のグルー

ピングを行っております。 

上記資産において当初想定していた収益が見込めなくなったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失326百万円として特別損失に計上しております。なお、回収可能価額は正味売却価額または使用価

値により測定しており、土地及び建物については不動産鑑定士による不動産鑑定評価額により評価し、その他の資

産については見積将来キャッシュ・フローを2.82％で割り引いて算定しております。 
 

※５  独占禁止法関連損失 

前連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日） 

当社は、入札に関し公正取引委員会より独占禁止法に基づく排除措置命令及び課徴金納付命令を受けました。こ

のため、本命令に従い納付する305百万円、及び本件に伴い今後生じる可能性がある契約違約金等の支払に備える

ため現時点におけるリスクを総合的に反映した損失見込額401百万円を特別損失として計上しております。 

 

当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日） 

当社は、入札に関し公正取引委員会より独占禁止法に基づく排除措置命令及び課徴金納付命令を受けた日本年金

機構の帳票作成業務等について、同機構との業務委託契約に基づく「損害賠償請求書」を2023年３月２日に同機構

より受領し、2023年４月28日の取締役会において、損害賠償請求金額のうち元金部分を支払うことを決議しまし

た。このため、当該決議による金額を特別損失として計上しております。 
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（連結包括利益計算書関係） 

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 
前連結会計年度 

（自  2021年４月１日 
至  2022年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  2022年４月１日 
至  2023年３月31日） 

その他有価証券評価差額金   

当期発生額 0百万円 △1,958百万円 

組替調整額 △1,195 △1,910 

税効果調整前 △1,194 △3,869 

税効果額 351 1,193 

その他有価証券評価差額金 △843 △2,675 

為替換算調整勘定   

当期発生額 285 196 

退職給付に係る調整額   

当期発生額 134 △30 

組替調整額 △81 △698 

税効果調整前 52 △729 

税効果額 △13 210 

退職給付に係る調整額 39 △519 

持分法適用会社に対する持分相当額   

当期発生額 △2 3 

その他の包括利益合計 △519 △2,994 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自  2021年４月１日  至  2022年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式（注）１ 9,020,000 － 650,000 8,370,000 

合計 9,020,000 － 650,000 8,370,000 

自己株式     

普通株式（注）２．３．４． 739,277 586,376 901,680 423,973 

合計 739,277 586,376 901,680 423,973 

  （注）１．発行済株式の減少650,000株は、2021年11月８日開催の取締役会決議に基づく自己株式の消却によるもので

あります。 

２．普通株式の自己株式の株式数には、「株式給付信託（ＢＢＴ、Ｊ－ＥＳＯＰ及び従業員持株会処分型）」が所

有する当社株式（当連結会計年度期首57,000株、当連結会計年度末306,600株）が含まれております。 

３．普通株式の自己株式の株式数の増加586,376株は、単元未満株式の買取による増加76株、2021年11月８日開

催の取締役会決議に基づく自己株式の取得（東京証券取引所における市場買付け）による増加335,700株、

「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ及び従業員持株会処分型）」が所有する当社株式250,600株によるものであり

ます。 

４．普通株式の自己株式の株式数の減少901,680株は、取締役１名に職務執行の対価として交付したことによる

減少200株、2021年11月８日開催の取締役会決議に基づく自己株式の消却による減少650,000株、単元未満株

式の買増請求に伴う売却による減少80株、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ及び従業員持株会処分型）」への売

却による減少250,600株、「株式給付信託（従業員持株会処分型）」が所有する当社株式の売却による減少800

株によるものであります。 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

2021年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 417 50 2021年３月31日 2021年６月30日 

2021年11月８日 

取締役会 
普通株式 417 50 2021年９月30日 2021年12月８日 

  （注）１．2021年６月29日定時株主総会決議による配当金の総額には「株式給付信託（ＢＢＴ）」の信託財産として、

株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式に対する配当金２百万円が含まれておりま

す。 

２．2021年11月８日取締役会決議による配当金の総額には「株式給付信託（ＢＢＴ）」の信託財産として、株式

会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式に対する配当金２百万円が含まれております。 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

2022年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 412 利益剰余金 50 2022年３月31日 2022年６月30日 

  （注）配当金の総額には「株式給付信託（ＢＢＴ、Ｊ－ＥＳＯＰ及び従業員持株会処分型）」の信託財産として、株式

会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式に対する配当金15百万円が含まれております。 
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当連結会計年度（自  2022年４月１日  至  2023年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 8,370,000 － － 8,370,000 

合計 8,370,000 － － 8,370,000 

自己株式     

普通株式（注）１．２．３． 423,973 351,093 20,100 754,966 

合計 423,973 351,093 20,100 754,966 

  （注）１．普通株式の自己株式の株式数には、「株式給付信託（ＢＢＴ、Ｊ－ＥＳＯＰ及び従業員持株会処分型）」が所

有する当社株式（当連結会計年度期首306,600株、当連結会計年度末286,500株）が含まれております。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加351,093株は、単元未満株式の買取による増加93株、2022年11月８日開

催の取締役会決議に基づく自己株式の取得（東京証券取引所における市場買付け）による増加351,000株に

よるものであります。 

３．普通株式の自己株式の株式数の減少20,100株は、取締役１名、監査役１名及び執行役員３名に職務執行の対

価として交付したことによる減少1,000株、「株式給付信託（従業員持株会処分型）」が所有する当社株式の

売却による減少19,100株によるものであります。 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

2022年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 412 50 2022年３月31日 2022年６月30日 

2022年11月８日 

取締役会 
普通株式 412 50 2022年９月30日 2022年12月８日 

  （注）１．2022年６月29日定時株主総会決議による配当金の総額には「株式給付信託（ＢＢＴ、Ｊ－ＥＳＯＰ及び従業

員持株会処分型）」の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式に対

する配当金15百万円が含まれております。 

２．2022年11月８日取締役会決議による配当金の総額には「株式給付信託（ＢＢＴ、Ｊ－ＥＳＯＰ及び従業員持

株会処分型）」の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式に対する

配当金14百万円が含まれております。 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

次のとおり、決議を予定しております。 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

2023年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 395 利益剰余金 50 2023年３月31日 2023年６月30日 

  （注）配当金の総額には「株式給付信託（ＢＢＴ、Ｊ－ＥＳＯＰ及び従業員持株会処分型）」の信託財産として、株式

会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式に対する配当金14百万円が含まれております。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 １※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりでありま

す。 

 
前連結会計年度 

（自  2021年４月１日 
至  2022年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  2022年４月１日 
至  2023年３月31日） 

現金及び預金勘定 8,949 百万円 10,557 百万円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △58  △56  

現金及び現金同等物 8,890  10,500  

 

 

  ２  重要な非資金取引の内容 

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

（自  2021年４月１日 
至  2022年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  2022年４月１日 
至  2023年３月31日） 

リース資産 612 百万円 270 百万円 

リース債務 704  288  

（セグメント情報等） 

１．報告セグメントの概要 

  当社グループは、製品・サービス別の事業本部又は事業部を置き、各事業(本)部において取り扱う製品・サービスに

ついて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。これら事業(本)部は、独立した財務情報が入手可能であ

り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

  報告セグメントとしては、類似した製品・サービスを取り扱う事業(本)部を集約し、「情報コミュニケーション部

門」、「情報セキュリティ部門」、「生活・産業資材部門」の３つとしております。 

  「情報コミュニケーション部門」は、定期刊行物、書籍、一般商業印刷及び関連するサービス等を取り扱っておりま

す。「情報セキュリティ部門」は、ビジネスフォーム、証券印刷、カード及び関連するサービス等を取り扱っておりま

す。「生活・産業資材部門」は、紙器、軟包装、チューブ、ブローボトル、金属印刷、建材等を取り扱っております。 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

  報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、棚卸資産の評価基準を除き、「連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項」における記載と概ね同一であります。 

  棚卸資産の評価については、収益性の低下に基づく簿価切下げ前の価額で評価しております。 

  報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

  セグメント間の内部収益及び振替高は市場価格、製造原価等を考慮した仕切価格に基づいております。 

  



- 27 - 

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報 

前連結会計年度（自  2021年４月１日  至  2022年３月31日） 

       （単位：百万円） 

 報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

連結財務 
諸表計上 
額 
（注）３ 

 
情報コミュ

ニケーショ

ン部門 

情報セキュ

リティ部門 

生活・産業

資材部門 
計 

売上高         

  顧客との契約 
  から生じる収 
  益 

33,427 25,187 28,002 86,618 1,616 88,235 － 88,235 

  その他の収益 － － － － 181 181 － 181 

外部顧客への
売上高 

33,427 25,187 28,002 86,618 1,797 88,416 － 88,416 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

1,476 638 243 2,358 5,967 8,326 △8,326 － 

計 34,903 25,826 28,246 88,976 7,765 96,742 △8,326 88,416 

セグメント利益
又は損失（△） 

△186 648 123 585 15 600 156 756 

セグメント資産 27,656 21,733 38,290 87,681 8,982 96,663 32,457 129,121 

その他の項目 
（注）４ 

        

減価償却費 835 1,436 2,311 4,583 323 4,907 555 5,462 

のれん償却額 170 39 384 594 － 594 － 594 

有形固定資産
及び無形固定
資産の増加額 

637 838 1,116 2,592 195 2,788 6,695 9,483 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、物流事業、保険取扱事業及び不動産管理

事業等であります。 

２．セグメント利益又は損失の調整額は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び

研究開発費であります。セグメント資産の調整額は全社資産であり、主に当社の金融資産（現金及び預

金、投資有価証券等）及び管理部門に係る資産であります。減価償却費並びに有形固定資産及び無形固

定資産の増加額の調整額は全社資産に係るものであります。 

３．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

４．有形固定資産及び無形固定資産の増加額には長期前払費用が、減価償却費には長期前払費用の償却額が

含まれております。 
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当連結会計年度（自  2022年４月１日  至  2023年３月31日） 

       （単位：百万円） 

 報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

連結財務 
諸表計上 
額 
（注）３ 

 
情報コミュ

ニケーショ

ン部門 

情報セキュ

リティ部門 

生活・産業

資材部門 
計 

売上高         

  顧客との契約 
  から生じる収 
  益 

35,134 25,943 30,076 91,153 1,762 92,916 － 92,916 

  その他の収益 － － － － 447 447 － 447 

外部顧客への
売上高 

35,134 25,943 30,076 91,153 2,209 93,363 － 93,363 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

1,245 777 302 2,326 5,714 8,040 △8,040 － 

計 36,379 26,721 30,379 93,479 7,923 101,403 △8,040 93,363 

セグメント利益
又は損失（△） 

△197 758 172 733 293 1,026 △251 775 

セグメント資産 26,879 21,771 36,411 85,062 10,186 95,249 28,222 123,471 

その他の項目 
（注）４ 

        

減価償却費 841 1,372 2,260 4,474 264 4,738 993 5,732 

のれん償却額 128 － 281 409 － 409 － 409 

有形固定資産
及び無形固定
資産の増加額 

994 1,152 957 3,104 107 3,212 745 3,958 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、物流事業、保険取扱事業及び不動産管理

事業等であります。 

２．セグメント利益又は損失の調整額は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び

研究開発費であります。セグメント資産の調整額は全社資産であり、主に当社の金融資産（現金及び預

金、投資有価証券等）及び管理部門に係る資産であります。減価償却費並びに有形固定資産及び無形固

定資産の増加額の調整額は全社資産に係るものであります。 

３．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

４．有形固定資産及び無形固定資産の増加額には長期前払費用が、減価償却費には長期前払費用の償却額が

含まれております。 

 

【関連情報】 

前連結会計年度（自  2021年４月１日  至  2022年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

  当社の報告セグメントは製品・サービス別に構成されており、セグメント情報に同様の情報を開示し

ているため、記載を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

  本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。 

(2) 有形固定資産 

  本邦に所在している有形固定資産の金額が、連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、記載を省略しております。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

  外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高であって、連結損益計算書の売上高の10％以上を
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占めるものがないため、記載を省略しております。 

 

当連結会計年度（自  2022年４月１日  至  2023年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

  当社の報告セグメントは製品・サービス別に構成されており、セグメント情報に同様の情報を開示し

ているため、記載を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

  本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。 

(2) 有形固定資産 

  本邦に所在している有形固定資産の金額が、連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、記載を省略しております。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

  外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高であって、連結損益計算書の売上高の10％以上を

占めるものがないため、記載を省略しております。 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

  前連結会計年度（自  2021年４月１日  至  2022年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

  当連結会計年度（自  2022年４月１日  至  2023年３月31日） 

（単位：百万円） 

 
情報コミュニケ
ーション部門 

情報セキュリテ
ィ部門 

生活・産業資材
部門 

その他 調整額 合計 

減損損失 6 － 320 － － 326 

 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

  前連結会計年度（自  2021年４月１日  至  2022年３月31日） 

（単位：百万円） 

 
情報コミュニケ
ーション部門 

情報セキュリテ
ィ部門 

生活・産業資材
部門 

その他 調整額 合計 

当期償却額 170 39 384 － － 594 

当期末残高 128 － 657 － － 785 

 

  当連結会計年度（自  2022年４月１日  至  2023年３月31日） 

（単位：百万円） 

 
情報コミュニケ
ーション部門 

情報セキュリテ
ィ部門 

生活・産業資材
部門 

その他 調整額 合計 

当期償却額 128 － 281 － － 409 

当期末残高 － － 380 － － 380 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

 
前連結会計年度 

（自 2021年４月１日 
至 2022年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 2022年４月１日 
至 2023年３月31日） 

１株当たり純資産額 7,696.80円 7,575.80円 

１株当たり当期純利益 83.70円 159.35円 

  （注）１．「株式給付信託（ＢＢＴ）」の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株

式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております（前連結

会計年度56,800株、当連結会計年度55,800株）。 

また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております

（前連結会計年度56,862株、当連結会計年度56,108株）。 

２．「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する

当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております

（前連結会計年度150,000株、当連結会計年度150,000株）。 

また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております

（前連結会計年度11,538株、当連結会計年度150,000株）。 

３．「株式給付信託（従業員持株会処分型）」の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所

有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており

ます（前連結会計年度99,800株、当連結会計年度80,700株）。 

また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております

（前連結会計年度7,677株、当連結会計年度89,977株）。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

（自 2021年４月１日 
至 2022年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 2022年４月１日 
至 2023年３月31日） 

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益 

（百万円） 
683 1,253 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期 

純利益（百万円） 
683 1,253 

期中平均株式数（千株） 8,171 7,865 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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５．その他 

（役員の異動） 

 2023年２月22日付公表の「役員の異動に関するお知らせ」及び2023年５月12日公表の「監査役の異動に関するお知

らせ」をご参照ください。 

 

 


